
（日本産業規格Ａ列４）
様式第１号（第１面）

※  許　可　番　号

許　　　　　　可

許可有効期間更新

申　請　者

（ふりがな）

１ 氏名又は名称

３ 大企業、中小企業の別 ４全労働者数

名称 受託開発ソフトウェア業 分類番号

６ 役員の氏名、役名及び住所（法人の場合）

第５条第１項

　年　　 月 　　日

　　　 　○年　　10月　　15日

申請書許 可
許 可 有 効 期 間 更 新

  株式会社　カスミスタッフ
　代表取締役　富口　正之

第10条第２項

※ 年月日

厚　生　労　働　大　臣　　殿

を申請します。

労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律

許　　　　　　可 

許可有効期間更新 

労働者派遣事業

の規定により、下記のとおり

 かぶしきがいしゃ　かすみすたっふ

 株式会社　カスミスタッフ

〒（ １００－××××  ）

いわた　ひでのり

岩田　秀典
東京都練馬区大泉××－×取締役

役　名

代
表
者

3911

東京都渋谷区広尾×－×

氏　名
（ふりがな）

とみぐち　まさゆき

富口　正之
代表取締役

やまもと　かずひこ

山本　和彦
監査役 東京都世田谷区若林××－×

　申請者（法人にあっては役員を含む。）（申請者が未成年の場合、その法定代理人をいう。）については、労働者派
遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律第６条各号（第３号を除く。個人にあっては第３号及
び第11号を除く。）のいずれにも該当しないこと並びに申請者が精神の機能の障害により認知、判断又は意思疎通を適
切に行うことができないおそれがある者である場合には該当する全ての者の精神の機能の障害に関する医師の診断書が
添付されていることを誓約します。
　また、同法第36条の規定により選任する派遣元責任者については、同法第６条第１号、第２号及び第４号から第９号
までのいずれにも該当しないこと、未成年者に該当しないこと、労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の
保護等に関する法律施行規則第29条の２第１号に規定する基準に適合すること並びに派遣元責任者が精神の機能の障害
により認知、判断又は意思疎通を適切に行うことができないおそれがある者である場合には該当する全ての者の精神の
機能の障害に関する医師の診断書が添付されていることを誓約します。

産業分類（細分類）

住　所

５

２ 住　所

100

東京都千代田区霞が関１－２－２－×              （ ０３ ）××××－××××　　

１　大企業　　　　２　中小企業

記

収 入 印 紙

（消印しては
ならない。）

記載例



様式第１号(第２面) （日本産業規格Ａ列４）

７

② 事業所の所在地

①

③　特定製造業務への労働者派遣の実施の有無

④

⑤ ⑥ ⑦備考

※

② 事業所の所在地

①

③ 特定製造業務への労働者派遣の実施の有無

④

⑤ ⑥ ⑦備考

※

８　許可年月日 ９　許可番号

10 事業開始予定年月日

11 その他

氏　名

たねやま　けいこ
広報係長

（ふりがな）
職　名

氏　名

もとくら　けいいち
マネージャー

派遣元責任者の職務代行者の氏名及び職名

（ふりがな）
職　名

キャリアコンサルティングの担当者の氏名及び職名（④
の者と同じ者の場合は記載を要しない）

派遣元責任者の氏名、職名、住所等

有 　　　　　　　　　無

年　　　　月　　　　日

○年　　　１月　　　１日

⑧ 事業所枝番号（更新の申請時のみ記載）

⑧ 事業所枝番号（更新の申請時のみ記載）

本倉　圭一

○

○

総務部長

派遣元責任者の職務代行者の氏名及び職名

○
白田　啓二

労働者派遣事業を行う事業所に関する事項

キャリアコンサルティングの担当者の氏名及び職名（④
の者と同じ者の場合は記載を要しない）

（ふりがな）
職　名

氏　名

製造業務専
門派遣元責
任者

しらた　けいじ
人事課長 東京都豊島区南大塚×－××－×

氏　名

代表取締役

有 　　　　　　　　　無

（ふりがな）

職　名 住　所

キ ャ リ ア
コ ン サ ル
テ ィ ン グ
の担当者

とみぐち　まさゆき

いわた　ひでのり
取締役

岩田　秀典

かぶしきがいしゃ　かすみすたっふ　しんじゅくしてん

氏　名

かぶしきがいしゃ　かすみすたっふ

住　所

キ ャ リ ア
コ ン サ ル
テ ィ ン グ
の担当者

富口　正之

（ふりがな）

東京都渋谷区広尾×－×

職　名

（ふりがな）

事業所の名称 〒(１６０－××××)

職　名
（ふりがな）

氏　名

すずき　けいいち

鈴木　圭一

担当者：株式会社カスミスタッフ　企画係長　小山田　祐
連絡先：03-××××-××××

東京都新宿区西新宿１－×－×　新宿○○タワー10階
　　　　　　　　　　　　　(　０３　)△△△△－△△△△株式会社　カスミスタッフ　新宿支店

派遣元責任者の氏名、職名、住所等

製造業務専
門派遣元責
任者

種山　恵子

事業所の名称

（ふりがな）

〒(１００－×××× )

東京都千代田区霞ヶ関１－２－２－×
　　　　　　　　　　　　　　　　(　０３　)××××－××××株式会社　カスミスタッフ



様式第３号（第１面） （日本産業規格Ａ列４）

Ⅰ 計画事業所の概要

１

２

３ 資産等の状況

４ 株主の状況

１

２

３

４

５

(　　　　　　名）

(　　　　　　名）

５ 労働保険等の加入状況

雇用保険

健康保険

厚生年金保険

②

③

ア 当該事業所の派遣労働者数（人）

イ うち雇用保険の未加入派遣労働者数（人）

④ 事業所整理記号

⑤ 事業所番号

ア 当該事業所の派遣労働者数（人）

イ うち健康保険の未加入派遣労働者数（人）

ウ うち厚生年金保険の未加入派遣労働者数（人）

８

９ 備考

その他の株主

合計

６

富沢　卓 240株 80

60株

13107-XXXXXX-XXX

1308-XXXXXX-XXXX

未加入の場合の誓約
（自署によること）

労働者派遣事業計画書

（ふりがな）

割合（％）

 かぶしきがいしゃ　かすみすたっふ　しんじゅくしてん

価　額（円） 摘　要

30,000,000

25,000,000

5,000,000

60,000,000

事業所の名称

区　分

現金・預金

土地・建物

令和○年1月1日 令和△年3月31日

氏名又は名称 所有株式数

 株式会社　カスミスタッフ　新宿支店

計画対象期間

その他

資産額（計）

負債額（計）

～

20岩田　秀典

100

15,000,000

ほ×××

××××

300株

雇用保険適用事業所番号

1週間の所定労働時間が一般社員の概ね4分の3未満の者のみで
あるため、今後加入義務が生じた場合に手続を行います。

１　有　　　　２　無

１　有　　　　２　無

5

5

許可番号・届出番号

5

１　有　２　同時申請・申請中　３　無　
民営職業紹介事業との兼業の
有無 13-ユ-××××××

① 労働保険等の加入状況

0

１　有　　　　２　無

1週間の所定労働時間が一般社員の概ね4分の3未満の者のみで
あるため、今後加入義務が生じた場合に手続を行います。

労働保険番号

5

１　有　　　　２　無
うち構内請負の
実施 １　有　　　　２　無７ 請負事業との兼業の有無

事業所の面積(㎡） 85.00 ㎡

記載例



様式第３号（第２面） （日本産業規格Ａ列４）

Ⅱ 労働者派遣計画

２ 派遣労働者として雇用すること等が予定される１日当たり平均人数

３ 労働者派遣の役務の提供を受ける者の確保の対象地域

４ 指揮命令の系統

５ 労働者派遣に関する事業所の平均的な料金及び派遣業務別の料金の額

６ 労働安全衛生法第59条の規定に基づく安全衛生教育

① ３
② ５
③ ６
④ ７
⑤ ８

７ その他の教育訓練（６及び様式第３号－２に係るものを除く）

①
②
③

８ ６及び７の教育訓練に用いる施設、設備等の概要、教育の実施責任者の役職・氏名

新宿支店内研修所　パソコン10台、机4台、椅子30脚、プロジェクター1台、スクリーン1台、実施責任者：児島　雅之

９ 海外派遣の予定の有無
１　有　　　　２　無

コンプライアンス研修 ２ １ １ １ １

訓練の内容

訓練の方法の
別

１ OJT
・

２ OFF-JT

訓練の実施主
体の別

１ 事業主・２
派遣先・３ 訓
練機関・４ そ

の他

訓練費負担の
別

１ 無償（実費
負担なし）・
２ 無償（実費
負担あり）・

３ 有償

賃金支給の別
１ 有給（無給
部分なし）・
２ 有給（無給
部分あり）・

３ 無給

１人当たりの
平均実施時間

危険予測訓練 １ ２ ２
災害防止訓練 １ ２ ２

腰痛防止教育 １ 1 １
整理・整頓・清掃・清潔訓練 １ ２ １

教育の内容及び当該内容に係る労働安
全衛生法又は労働安全衛生規則の該当
番号

教育の方法の
別

１ 座学
・

２ 実技

教育の実施主
体の別

１ 事業主・２
派遣先・３ 教
育機関・４ そ

の他

１人当たりの
平均実施時間

教育の内容

作業手順訓練 ２ １ １

1,34425 一般事務 15,000 10,000 5,000 115

―

10 システム設計業務 30,000 20,000 10,000 230 2,782

職業分
類番号

派遣業務内容 ― ― ― ―

全派遣業務平均 22,500 15,000 7,500 173 2,063

東京、神奈川、千葉

①平均的な１人１日
(８時間）当たりの派
遣料金

②平均的な１人１日
(８時間）当たりの賃
金

③その他 ④労働保険料(事業主負
担分）

⑤社会保険料(事業主負
担分）

③有期雇用派遣労働者（人） 30 20 10 0
④日雇派遣労働者（人） 0 0 0 0

①派遣労働者総数計（人） 40 30 10 0
②無期雇用派遣労働者（人） 10 － － －

１ 登録制度の実施
１　有　　　　２　無

登録者
計 うち１年以上の雇用予定の者 うち１年未満の雇用予定の者

代表取締役

派遣元責任者 派遣元責任者の職務代行者

人事課長 派遣労働者・登録者広報係長

無期雇用派遣労働者10人と有期雇

用派遣労働者20人の合計。



（日本産業規格Ａ列４）

様式第３号－２（第１面）

１ キャリアコンサルティングの担当者の人数

計

キャリアコンサルタント ―

上記以外の担当者 ―

営業職 ―

その他 ―

２ キャリアコンサルティング窓口
３

４ キャリアアップに資する教育訓練

人数 １年目 ２年目 ３年目
４年目以

降

① １ 10 ５ ０ ０ ０ ２ １ １

② ２ 30 ０ ４ ３ ２ ２ １ １

③ ２ 30 ２ ２ ２ ０ １ １ １

④ ３ 15 ０ ２ ２ ０ ２ １ １

⑤ ４ 15 ０ ０ ２ ２ ２ １ １

⑥ ５ 10 １ ０ ０ ０ ２ １ １

⑦

⑧

８ ８ ９ ４

※　 １人当たりの平均実施予定時間が、年間概ね８時間に満たない場合、備考欄にその具体的理由を記載すること

５ 上記教育訓練が、キャリアアップに資すると考える理由

７ 上記６の実施にあたってどのようなことを考慮しているのかを具体的に記載すること

８ 派遣労働者のキャリアアップ措置に係る教育訓練に用いる施設、設備等の概要

※　様式第３号の８欄と異なる場合のみ記載すること

10 備考

※労働局記載欄

キャリアアップ措置の種別（１
入職時等基礎的訓練、２ 職能
別訓練、３ 職種転換訓練、４
階層別訓練、５ その他の教育
訓練）

具体的な教育訓練

ワークスタイル多様化研修

賃金支給の別
１ 有給（無給
部分なし）・
２ 有給（無給
部分あり）・
３ 無給

1,500

備考

「キャリアアップに資する教育訓練」実施にあたって支払う賃金額（１人１時間当たり平均）

新宿支店内研修所　パソコン10台、机4台、椅子30脚、プロジェクター1台、スクリーン1台

長期的に派遣就業することを念頭に、段階的な能力取得を前提とした、中長期的なキャリア形成を考慮に入れた研修を別途提供することとしている。

１人当たり年間平均実施時間

２ フルタイム１年以上の雇
用見込み派遣労働者

キャリア形成支援制度に関する計画書

６
無期雇用派遣労働者への中長期
的なキャリア形成を考慮に入れ
た教育訓練の実施

システム設計・技能訓練

派遣労働者の採用後、役職・段階があがるタイミングにおいて、キャリアパスに応じた上記教育訓練を設けており、職務遂行能力や専門的・総合的な能力
を高め、派遣労働者のキャリアアップに資することを念頭においている。

対象となる派遣労働者の種別（１ 雇入時・
２ 派遣中・３ 待機中・４ 入社○年目（階
層別訓練の場合のみ選択のこと）・５ その
他）

備考

キャリアコンサルティングを行う場所

１ 社内（本社、支社等を含む）の特定の
場所・２ 社内の不特定の場所･３ 派遣先
の特定の場所・４ 派遣先の不特定の場所･
５ 社外･６ その他

窓口の開設方法

１ 事務所内に設置・２ 電話での相談
窓口の設置･３ e-mailでの専用窓口の
設置･４ 専用WEBサイトの設置･5 その
他

１

１　有　　　　２　無

１人当たりの平均実施予定時間の合計（「訓練費負担の別」が「１ 無償（実費負
担なし）」であり、「賃金支給の別」が「１ 有給（無給部分なし）」であるもの
のみ合計可。）

新規採用者訓練

OA機器操作訓練

ビジネススキル研修

フルタイム１年以上の雇
用見込み派遣労働者
フルタイム１年以上の雇
用見込み派遣労働者
フルタイム１年以上の雇
用見込み派遣労働者
フルタイム１年以上の雇
用見込み派遣労働者
フルタイム１年以上の雇
用見込み派遣労働者

計

２

１

１

１ ４年間の人事経験あり

訓練の方法の
別

１ OJT
・

２ OFF-JT

２級キャリアコンサルティング技能士

訓練費負担の
別
１ 無償（実費
負担なし）・
２ 無償（実費
負担あり）・
３ 有償

備考

キャリアコンサルティングに関する具体的
な職務経験又はその有する知見

（具体的に記載すること）

うち派遣
元責任者
との兼任
状況

２

具体的な対象労働者

１

教育訓練等の情報を管理した資料の保存期間が労働契約終
了後３年間以上あること

９ １　有　　　　２　無

キャリアコンサルティングに関するマ
ニュアル等の有無

１　有　　　　２　無

１

２

リーダー就任研修 ４

２

２

１

うち社内の者 うち社外の者

１

１

１

入職から
１年目の
派遣労働
者が10人
の場合

入職から

４年目以

上の派遣

労働者が

５人の場

合

入職から
３年目の
派遣労働
者が５人
の場合

入職から
２年目の
派遣労働
者が10人
の場合

４年目以降にどのような教育訓練を実施するかについては事
業主に委ねられることとしているが、「１人当たり年間平均
実施時間」のほか、キャリア形成支援制度があるとの意味で
キャリア形成支援制度に関する計画書には「有」との記載で
も差し支えないが、その場合であっても、どのような教育訓
練なのか（例えば「５年目前後に△△を、係長昇格前に○○
を実施」など）説明できなければならないものであること。

記載例

※フルタイム１年以上の雇用見込み
派遣労働者の場合



（日本産業規格Ａ列４）

様式第３号－２（第１面）

１ キャリアコンサルティングの担当者の人数

計

キャリアコンサルタント ―

上記以外の担当者 ―

営業職 ―

その他 ―

２ キャリアコンサルティング窓口
３

４ キャリアアップに資する教育訓練

人数 １年目 ２年目 ３年目
４年目以

降

① １ ５ ２ ０ ０ ０ ２ １ １

② ２ 10 ０ ２ ２ １ ２ １ １

③ ４ 10 ２ ２ ２ １ ２ １ １

④

⑤

⑥

⑦

⑧

４ ４ ４ ２

※　 １人当たりの平均実施予定時間が、年間概ね８時間に満たない場合、備考欄にその具体的理由を記載すること

５ 上記教育訓練が、キャリアアップに資すると考える理由

７ 上記６の実施にあたってどのようなことを考慮しているのかを具体的に記載すること

８ 派遣労働者のキャリアアップ措置に係る教育訓練に用いる施設、設備等の概要

※　様式第３号の８欄と異なる場合のみ記載すること

10 備考

※労働局記載欄

キャリア形成支援制度に関する計画書

計

うち派遣
元責任者
との兼任
状況

キャリアコンサルティングに関する具体的
な職務経験又はその有する知見うち社内の者 うち社外の者

２ １ １ （具体的に記載すること）

１ １ ２級キャリアコンサルティング技能士

１ １

１ １ ４年間の人事経験あり

キャリアコンサルティングに関するマ
ニュアル等の有無

窓口の開設方法 キャリアコンサルティングを行う場所

備考

１　有　　　　２　無

１ 事務所内に設置・２ 電話での相談
窓口の設置･３ e-mailでの専用窓口の
設置･４ 専用WEBサイトの設置･5 その
他

１ 社内（本社、支社等を含む）の特定の
場所・２ 社内の不特定の場所･３ 派遣先
の特定の場所・４ 派遣先の不特定の場所･
５ 社外･６ その他

１ ２

キャリアアップ措置の種別（１
入職時等基礎的訓練、２ 職能
別訓練、３ 職種転換訓練、４
階層別訓練、５ その他の教育
訓練）

対象となる派遣労働者の種別（１ 雇入時・
２ 派遣中・３ 待機中・４ 入社○年目（階
層別訓練の場合のみ選択のこと）・５ その
他）

１人当たり年間平均実施時間
訓練の方法の

別
１ OJT
・

２ OFF-JT

訓練費負担の
別
１ 無償（実費
負担なし）・
２ 無償（実費
負担あり）・
３ 有償

賃金支給の別
１ 有給（無給
部分なし）・
２ 有給（無給
部分あり）・
３ 無給

具体的な教育訓練 具体的な対象労働者

新規採用者訓練 １ 短時間勤務の派遣労働者

システム設計・技能訓練 ２ 短時間勤務の派遣労働者

リーダー就任研修 １ 短時間勤務の派遣労働者

１人当たりの平均実施予定時間の合計（「訓練費負担の別」が「１ 無償（実費負
担なし）」であり、「賃金支給の別」が「１ 有給（無給部分なし）」であるもの
のみ合計可。）

「キャリアアップに資する教育訓練」実施にあたって支払う賃金額（１人１時間当たり平均） 1,500

備考

派遣労働者の採用後、役職・段階があがるタイミングにおいて、キャリアパスに応じた上記教育訓練を設けており、職務遂行能力や専門的・総合的な能力
を高め、派遣労働者のキャリアアップに資することを念頭においている。

６
無期雇用派遣労働者への中長期
的なキャリア形成を考慮に入れ
た教育訓練の実施

備考１　有　　　　２　無

　新宿支店内研修所　パソコン10台、机4台、椅子30脚、プロジェクター1台、スクリーン1台

９
教育訓練等の情報を管理した資料の保存期間が労働契約終
了後３年間以上あること １　有　　　　２　無

入職から
１年目の
派遣労働
者が10人
の場合

入職から

４年目以

上の派遣

労働者が

５人の場

合

入職から
３年目の
派遣労働
者が５人
の場合

入職から
２年目の
派遣労働
者が10人
の場合

４年目以降にどのような教育訓練を実施するかについては事
業主に委ねられることとしているが、「１人当たり年間平均
実施時間」のほか、キャリア形成支援制度があるとの意味で
キャリア形成支援制度に関する計画書には「有」との記載で
も差し支えないが、その場合であっても、どのような教育訓
練なのか（例えば「５年目前後に△△を、係長昇格前に○○
を実施」など）説明できなければならないものであること。

記載例

※短時間勤務の派遣労働者の場合



○年　×月　△日

１

２ 適用事業所番号 ３ 派遣労働者のうち、未加入者数 ０人

４

未加入の理由は以下
①～④より選択

① １週間の所定労働時間が20時間未満である者

② 同一の事業主の適用事業に継続して31日以上雇用されることが見込まれない者

③ 昼間学生（労働者派遣法施行令第４条第２項第２号に掲げる者をいう。）

④ その他

健康保険 ５人

厚生年金 ５人

７

氏　　名 種類
未加入の理由は以下

①～③より選択

健康保険 ①

厚生年金 ①

健康保険 ①

厚生年金 ①

健康保険 ①

厚生年金 ①

健康保険 ①

厚生年金 ①

健康保険 ①

厚生年金 ①

① 　１週間の所定労働時間又は１月間の所定労働日数が通常の労働者の４分の３未満の短時間労働者であって、
次の（ア）～（エ）のうちいずれかに該当する者
　（ア）　１週間の所定労働時間が20時間未満であること
　（イ）　賃金の月額が8.8万円未満であること
　（ウ）　学生であること
　（エ）　被保険者が常時50人以下であり、任意特定適用事業所の申出がなされていない事業所に使用されていること

② ２か月以内の期間を定めて使用される者であって、当該定めた期間を超えて使用されることが見込まれないもの
③

【健康保険・厚生年金保険の未加入の理由】

その他

吉池　仁
（ア）

（ア）

藤木　智信
（ア）

（ア）

綾部　葉月
（ア）

（ア）

伝田　誠
（ア）

（ア）

ほ×××

未加入者の氏名及び未加入の理由

①を選択した場合に（ア）～（エ）の該当する項目を全て記載
「③　その他」を選択した場合に具体的な理由を記載

野村　達也
（ア）

（ア）

【雇用保険の未加入の理由】

【健康保険・厚生年金保険】

５
事業所整理記号 ××××

６ 派遣労働者のうち、未加入者数
事業所番号

事業所の名称 株式会社　カスミスタッフ　新宿支店

【雇用保険】

13XX-XXXXXX-X

未加入者の氏名及び未加入の理由

氏　　名 「④　その他」を選択した場合に具体的な理由を記載

（日本産業規格Ａ列４）

様式第３号－３（第１面）

雇用保険等の被保険者資格取得の状況報告書

　雇用保険等の被保険者資格取得の状況について、下記のとおり報告します。

（ふりがな） かぶしきがいしゃ　かすみすたっふ　しんじゅくしてん



（日本産業規格Ａ列４）

再交付

書 換

○年　　２月　　15日

申請者     株式会社　カスミスタッフ

届出者      代表取締役　富口　正之

１

２

３

４

5

１ 許可番号 ２ 許可年月日

〒（　100-XXXX　　）

４

（　０３　　）　××××－××××

〒（　　　  　  　　　）

（　　　  　　）　  　　　－　　　  　　　

※

様式第５号（第１面）

厚　生　労　働　大　臣　　殿

派××－×××××× ○年  　 １月　 　１日

３

７

６
（ふりがな）

東京都千代田区霞ヶ関1-2-2-×

株式会社　カスミスタッフ

　労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律第36条の規定により選任する派遣元責任者
については、同法第６条第１号、第２号及び第４号から第９号までのいずれにも該当しないこと、未成年者に該当しな
いこと、労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律施行規則第29条の２第１号に規定す
る基準に適合すること並びに派遣元責任者が精神の機能の障害により認知、判断又は意思疎通を適切に行うことができ
ないおそれがある者である場合には該当する全ての者の精神の機能の障害に関する医師の診断書が添付されていること
を誓約します。

許 可 証 再 交 付 申 請 書
労 働 者 派 遣 事 業 変 更 届 出 書
労働者派遣事業変更届出書及び許可証書換申請書

　届出者（法人にあっては役員を含む。）(届出者が未成年の場合、その法定代理人をいう。)については、労働者派遣
事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律第６条各号（第３号を除く。個人にあっては第３号及び
第11号を除く。）のいずれにも該当しないこと並びに届出者が精神の機能の障害により認知、判断又は意思疎通を適切
に行うことができないおそれがある者である場合には該当する全ての者の精神の機能の障害に関する医師の診断書が添
付されていることを誓約します。

※

　労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律第８条第３項の規定により下記のとおり許
可証の再交付を申請します。

　労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律第11条第１項の規定により下記のとおり届
け出ます。

記

年月日 年　　 月　　 日

事業所の所在地

事業所の名称

（法人の場合）

５

　労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律第11条第４項の規定により下記のとおり許
可証の書換えを申請します。

代表者の氏名
代表取締役　富口　正之

だいひょうとりしまりやく　とみぐち　まさゆき（ふりがな）

住所

氏名又は名称 

（ふりがな） かぶしきがいしゃ　かすみすたっふ

収 入 印 紙

（消印しては

ならな
い。）

記載例



8

変更年月日

③

④

⑦

製造業
務専門

製造業
務専門

キ ャ リ
ア 担 当
者

キ ャ リ
ア 担 当
者

⑨

イ

ニ 特定製造業務への労働者派遣の実施の有無 １　有 　　　　　　　　２　無

ハ 事業所の所在地
〒（　　　  　  　　　）

（   　　    ）      －

事業開始年月日 年　　　月　　　日　　

ロ
（ふりがな）

事業所の名称

備考 備考

労働者派遣事業を行う事業所の新設

年　月　日

氏 名 氏 名

住 所 住 所

⑧
派遣元責任者の氏
名、住所等

(ふりがな) (ふりがな)

東京都千代田区霞が関１－２－２－×

（ ０３ ）△△△△ － △△△△ （ ０３ ）××××－××××　

特定製造業務への
労働者派遣

開始年月日 年　　月　　日　 終了年月日 年　　月　　日　

年　月　日
事業所の名称

⑥ 事業所の所在地

〒（ １０５－△△△△　） 〒（ １００－××××  ）

○年２月１日東京都港区新橋１－×－×

（法人の場合）

⑤
（ふりがな）

役員の氏名及び住
所

(ふりがな) (ふりがな)

年　月　日
氏 名 氏 名

住 所 住 所

（ふりがな）

年　月　日代表者の氏名

（法人の場合）

② 住　所

〒（ １０５－△△△△　） 〒（ １００－××××  ）

○年２月１日東京都港区新橋１－×－× 東京都千代田区霞が関１－２－２－×

（ ０３ ）△△△△ － △△△△ （ ０３ ）××××－××××

①
（ふりがな）

年　月　日
氏名又は名称

様式第５号（第２面） （日本産業規格Ａ列４）

変 更 の 内 容

変更に係る事項 変　更　後 変　更　前



ホ

ヘ

※

⑩

ハ

ニ

※

9

※

10 備　　　考

廃止年月日                   年　　　月　　　日　　　

事業所の廃止理
由

再交付を申請する理由

ロ 事業所の所在地
〒（　　　  　  　　　）

（   　　    ）      －

労働者派遣事業を行う事業所の廃止

イ
（ふりがな）

事業所の名称

  キャリアコンサルティングの担当者の氏名及び職名（ホと同じ者の場合は記載を要しない）

(ふりがな)

職名 備考
氏 名

備考
氏　名

様式第５号（第３面） （日本産業規格Ａ列４）

  派遣元責任者の氏名、職名、住所等

（ふりがな）
職　名 住　所

製 造 業
務専門

キ ャ リ
ア 担 当
者



様式第８号 （日本産業規格Ａ列４）

○年　　４月　　８日　　

厚　生　労　働　大　臣　　殿

　株式会社　カスミスタッフ

届出者 　代表取締役　富口　正之

１ 許 可 番 号 ２ 許 可 年 月 日 

かぶしきがいしゃ　かすみすたっふ

株式会社　カスミスタッフ

とみぐち　まさゆき

富口　正之

５ 事 業 所 の 名 称（ふりがな） ６ 事 業 所 の 所 在 地

かぶしきがいしゃ　かすみすたっふ 001

株式会社　カスミスタッフ

002

株式会社　カスミスタッフ　新宿支店

７ 廃 止 年 月 日

記載要領

１

２

３

４

 労働者派遣事業廃止届出書

　届出者欄には、氏名（法人にあつてはその名称及び代表者の氏名）を記載すること。

　５欄及び６欄には、事業を廃止した全ての事業所の名称及び所在地を記載すること。

　備考欄には、事業を廃止した理由を具体的に記載すること。

　労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律等の一部を改正する法律（平成27年法律第
73号）附則第６条第１項の規定により引き続き行うことができるとされた労働者派遣事業に係る廃止の場合、備考欄に当
該事業に係る届出受理番号及び届出受理年月日を記載すること。

（　　　  　　）　  　　　－　　　  　　　

（　　　  　　）　  　　　－　　　  　　　

○年　　　３月　　　31日

（ふりがな）

氏 名 又 は 名 称

（ふりがな）

代表者の氏名（法人の場合）

　労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律第13条第１項の規定により下記
のとおり届け出ます。

備　考 令和○年４月１日付けで、他法人へ事業を譲渡したため

事業所枝番号

派××－×××××× ○年  　１月 　 １日

〒（　　　　　  　） 事業所枝番号

〒（　　　　　  　）

かぶしきがいしゃ　かすみすたっふ　しんじゅくしてん

３

４

東京都港区新橋１－×－×
　　　　　　　　　　　 （　　０３　　）△△△△　－　△△△△

東京都新宿区西新宿１－×－×　新宿○○タワー10階
　　　　　　　　　 　　（　　０３　　）△△△△　－　△△△△

〒（１０５－△△△△） 事業所枝番号

〒（１６０－××××） 事業所枝番号

記載例


